
わかりにくい用語の説明

３
月
定
例
市
議
会
に
お
い
て
、
平
成
17
年
度
の
当
初
予
算
案
が
審
議
さ
れ
、
一
般
会
計

外
13
特
別
会
計
及
び
水
道
・
病
院
事
業
会
計
の
２
企
業
会
計
の
予
算
が
決
ま
り
ま
し
た
。

地
方
財
政
は
、
引
き
続
き
多
額
の
財
源
不
足
の
状
態
に
あ
り
、
こ
れ
ま
で
の
財
源
不

足
を
地
方
債
の
増
発
や
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
な
ど
に
よ
っ
て
補
い
、
収
支
の
均
衡

を
図
っ
て
き
た
こ
と
に
よ
る
地
方
全
体
で
の
借
入
金
残
高
は
、
平
成
16
年
度
末
に
お
い

て
２
０
５
兆
円
に
達
す
る
見
込
み
で
あ
り
、
極
め
て
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
た
め
、
地
方
公
共
団
体
は
、
地
方
分
権
時
代
に
ふ
さ
わ
し
い
簡
素
で
効
率
的
な

行
政
シ
ス
テ
ム
の
確
立
の
た
め
、
徹
底
し
た
行
財
政
改
革
の
推
進
に
よ
る
事
務
事
業
の

見
直
し
を
行
い
、
限
ら
れ
た
財
源
の
重
点
化
・
効
率
化
を
進
め
、
歳
出
の
抑
制
を
図
る

と
と
も
に
、
歳
入
の
確
保
策
を
積
極
的
に
講
ず
る
な
ど
、
持
続
可
能
な
財
政
へ
の
転
換

が
急
務
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
国
に
お
い
て
は
、
国
庫
補
助
負
担
金
の
廃
止
・
縮

減
、
地
方
交
付
税
の
見
直
し
、
税
源
移
譲
の
三
位
一
体
の
改
革
が
進
め
ら
れ
て
お
り
、

地
方
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
振
替
措
置
と
し
て
発
行
が
認
め
ら
れ
て
い
る
臨
時
財
政

対
策
債
は
23
・
１
％
の
減
、
地
方
税
が
３
・
１
％
の
増
、
地
方
交
付
税
が
０
・
１
％
の

増
と
な
り
、
一
般
財
源
総
額
は
０
・
１
％
増
と
前
年
度
並
み
に
確
保
す
る
こ
と
と
さ
れ

ま
し
た
が
、
本
市
に
お
き
ま
し
て
は
、
約
２
億
円
の
一
般
財
源
が
昨
年
度
よ
り
減
収
す

る
見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
中
、
今
年
度
予
算
は
、
国
の
施
策
を
十
分
に
踏
ま
え
、
中
・
長
期
的
視
野

に
立
っ
た
健
全
な
財
政
運
営
を
第
一
と
し
て
、「
健
康
で
生
き
が
い
の
あ
る
市
民
の
暮
ら
し
」

の
実
現
を
目
指
し
、
真
に
必
要
と
さ
れ
て
い
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
的
確
に
把
握
し
、
本
市

の
特
色
を
活
か
し
た
魅
力
あ
る
地
域
社
会
を
形
成
す
る
た
め
、「
市
民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
」

を
柱
に
、
福
祉
・
健
康
・
教
育
及
び
環
境
衛
生
の
推
進
に
重
点
を
置
き
編
成
し
ま
し
た
。

市がその創意と責任において、
地域住民の福祉の向上のために必
要な財源を、国がある一定のルー
ルに基づいて交付し、使い道が特
定されないもの。

市が支出する経費について、国
が負担交付・補助するもので、使
い道が特定されているもの。

市が事業を行う際、一時的に多
くの費用が必要とされるとき、こ
れを国などから借り入れ、将来に
わたり税収などをもって返済して
いくもの。

特
別
会
計
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う

た
め
に
一
般
会
計
と
区
別
し
て
経
理
す

る
会
計
で
、
事
業
収
入
の
ほ
か
、
国
・

県
支
出
金
や
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
金

な
ど
を
主
な
財
源
と
し
て
い
ま
す
。
次

の
13
会
計
が
あ
り
ま
す
。

都
留
文
科
大
学

24
億
８
、
０
０
０
万
円

国
民
健
康
保
険
事
業

29
億
４
０
４
万
７
千
円

簡
易
水
道
事
業

３
億
１
、
４
９
２
万
８
千
円

住
宅
新
築
資
金
等
貸
付
事
業

１
、
５
４
７
万
６
千
円

老
人
保
健

26
億
９
、
０
１
０
万
６
千
円

下
水
道
事
業

10
億
５
、
２
８
４
万
１
千
円

温
泉
事
業

１
億
３
、
０
７
１
万
１
千
円

介
護
保
険
事
業

15
億
１
、
１
２
２
万
９
千
円

５
つ
の
財
産
区
等

１
、
６
７
８
万
円

会
計
処
理
に
は
企
業
会
計
の
原
則
が

適
用
さ
れ
独
立
採
算
制
で
行
っ
て
い
ま
す
。

水
道
事
業

４
億
７
、
２
７
１
万
７
千
円

病
院
事
業

27
億
７
、
６
２
６
万
円

一
般
会
計
は
、
基
本
的
な
市
行
政
を

行
う
た
め
の
会
計
で
す
。

歳
入
で
は
、
全
体
の
29
・
０
％
を
占

め
る
市
税
が
34
億
３
、
６
１
３
万
４
千

円
で
対
前
年
比
２
・
７
％
の
増
、
地
方

交
付
税
は
、
28
・
７
％
を
占
め
33
億
９
、

４
５
３
万
２
千
円
で
対
前
年
比
８
・

２
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出
で
は
、
総
務
費
が
12
億
２
、
５

８
８
万
７
千
円
で
対
前
年
比
２
・
７
％
の

増
、
民
生
費
が
25
億
９
、
１
９
７
万
２

千
円
で
対
前
年
比
３
・
９
％
の
増
、
衛
生

費
が
対
前
年
比
17
・
７
％
の
増
、
商
工
費

が
０
・
２
％
の
減
、
農
林
水
産
業
費
は
対

前
年
比
21
・
４
％
の
増
、
公
債
費
は
、
19

億
４
、
６
８
５
万
４
千
円
で
対
前
年
比

20
・
６
％
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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わかりにくい用語の説明

全般的な管理事務経費で、戸籍・選挙・徴税・統計に関する
経費など。

高齢者や障害者の福祉、保育に関する経費など。

病気の予防や健康相談、ゴミ処理や清掃に関する経費など。

以前に借り入れた市債などの元金・利子を償還する経費。

【一般会計当初予算額÷平成17年3月1日現在の人口33,481人】
議会費 5,232円 土木費 35,915円

総務費 36,614円 消防費 17,114円

民生費 77,416円 教育費 61,055円

衛生費 40,676円 公債費 58,148円

農林水産業費 13,594円 その他 606円

商工費 7,264円 合　計 353,634円

平成17年度の主な事業
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